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市営住宅における
家賃債務保証制度の導入について

住宅課 管理グループ

令和２年１２月１８日
令和２年度 第３回浜松市営住宅管理運営委員会
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連帯保証人について

• 本市では、市営住宅へ入居するためには、原
則連帯保証人が必要 ※第１回資料３参照

• しかし、身寄りのない高齢者の増加や家族関
係の希薄化などから保証人を確保できず、入
居できないケースが発生する恐れがある

• こうした事態を生じさせないためにも新たな
保証人制度の検討が必要

家賃債務保証制度の導入
2

【資料２】

管理グループ
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家賃債務保証制度とは

• 入居希望者が賃貸住宅を借りやすくする
ための制度

• 入居希望者が賃貸住宅の契約を締結する
場合に、保証会社が借主（入居者）の連
帯保証人に近い役割を果たす

• 借主が賃貸借契約の期間中に家賃等を滞
納した場合、保証会社が一定範囲内でそ
の家賃等を立て替えるもの
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家賃債務保証制度とは

4

● 保証内容

保証される内容、範囲は保証業者によっ
て異なる

・家賃等

・原状回復費

・ハウスクリーニング

・残置物撤去 など
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家賃債務保証の仕組み

• 借主（入居者）が家賃等を滞納した場
合に保証会社が貸主（オーナー等）に
弁済し、その後保証会社が借主に弁済
金を請求する。

Ａ 一般保証型

Ｂ 支払委託型

• 借主からの委託により、滞納時でなく
とも保証会社が毎月貸主に家賃等を支
払い、借主に立替金を請求する。
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家賃債務保証の仕組み

Ａ 一般保証型
［通常時］

貸主（オーナー）借主（入居者）

①家賃等の請求

②支払い

［滞納時］

⑥支払い

⑤弁済金
の請求

③代位弁済
の請求

④代位弁済

×

保証会社 6
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家賃債務保証の仕組み

Ｂ 支払委託型

貸主（オーナー）

借主（入居者） ③立替金の支払い

②立替金の支払請求

①家賃等の
立替支払

保証会社
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家賃債務保証の流れ

入居期間中
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費 用

• 保証を利用するには保証委託料が必要
• 保証委託料の支払い方法にはいくつかの
種類があり、保証会社や商品によって異
なる

• 多くの場合、保証委託契約時（＝賃貸借
契約時）に所定の金額を支払い、加えて
１年ごとなど定期的に支払いが必要とな
る

• 契約時の支払いは不要で入居期間中に毎
月一定額を支払う場合もある
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公営住宅における家賃債務保証制度

● 全国自治体での導入状況 ※令和２年５月時点

都道府県 政令指定都市

連帯保証人を求める ２９ ３

うち、
家賃債務保証導入済み
又は導入予定

１４ ０

検討中 １１ ２

出典：宮城県調査
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（参考）静岡県営住宅の家賃債務保証制度

項目 内 容

保証タイプ 一般保証型

保証範囲 入居時家賃の１２ヶ月分相当額を限度

保証対象 ア 保証期間中に生じた以下のもの
・家賃
・駐車場使用料
・明渡しに係る契約解除後の損害金

イ 退去時の原状回復費用
ウ 退去時の残置物撤去

保証料 契約時・・・入居時家賃以下
継続時・・・年額10,000円以下

●制度概要 ※詳細は別添参照
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市営住宅における制度導入について

• 住宅に困窮する低所得者の居住の安定確保
の観点から、市営住宅への入居希望者の事
情に配慮した対応が必要

• 連帯保証人が確保できないことを理由に市
営住宅へ入居できない事態が生じないよう、
市営住宅において家賃債務保証制度を導入
する

• 導入時期：令和３年度第１回入居者募集～
（令和３年４月下旬）
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家賃債務保証制度導入の効果

• 個人の連帯保証人を立てられなくても
市営住宅への入居が可能となる

• 市と一定の信頼関係が確保できる

〇 入居希望者（または入居者）

● 浜松市

• 入居の円滑化が実現できる
• 家賃等滞納が発生しても、保証範囲内
であれば確実に債権回収が可能
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留意点等

• 契約時、更新時に費用が発生する
• 保証会社の審査により契約できない場
合がある

〇 入居希望者（または入居者）

● 浜松市

• 保証上限額に達しないよう弁済額の管
理が必要

• 債務のみの保証のため、個人の保証人
同様の生活指導などは行われない
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制度導入スケジュール（予定）

～令和２年１２月
・他都市調査
・保証業者ヒアリング

令和３年１～２月 ・募集要領作成

３月上旬
・改正条例 公布
・保証業者公募開始

４月上旬 ・審査

４月下旬
・協定締結
・制度運用開始
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